
個人情報保護管理規程 
 
（目的） 
第１条 この規程は、一般財団法人高知県環境検査センター（以下「センター」という。）

の定める「個人情報保護に関する基本方針」に基づき、個人情報、要配慮個人情報、

個人関連情報、個人データ、保有個人データ及び個人情報データベース等（以下「個

人情報等」という。）の取扱いに関して必要な事項を定め、個人情報等の適正な取扱

いを確保することを目的とする。 
 
（定義） 
第２条 この規程における用語の定義は、個人情報の保護に関する法令及び個人情報保

護委員会の定めるガイドライン（以下「法令等」という。）によるものとする。 
 
（適用範囲） 
第３条 この規程は、処理形態のいかんに関わらず、センターが事業活動に伴って取扱

う個人情報等を対象とする。 
２ この規程は、センターの評議員及び役職員（以下「役職員等」という。）に適用す

る。 
 
（個人情報等の取得） 
第４条 センターは、個人情報等を取得するときは、正当な事業活動の範囲内で、その

利用の目的を達成するために必要な範囲内で行うものとする。 
２ センターは、個人情報等を取得するときは、適法かつ公正な手段により行い、偽り

その他不正な手段により取得してはならない。 
３ センターは、人種、社会的身分、病歴及び犯罪歴等の要配慮個人情報は、利用の目

的の達成に必要最小限の範囲において、本人又は本人が未成年の場合はその保護者

（以下「本人等」という。）の同意を得て取得するものとする。 
 
（個人情報等の利用） 
第５条 センターは、あらかじめ個人情報等の利用目的をできる限り特定し、別に定め

る「一般財団法人高知県環境検査センターにおける個人情報等の利用の目的」を公表

する。 
２ センターは、前項に規定する利用の目的を達成するために必要な範囲を超えて個人

情報等を利用してはならない。 
 
（個人情報等の提供） 
第６条 センターは、個人情報等を利用の目的（共同利用を含む。）以外の目的で提供

してはならない。ただし、本人等の同意を得たとき及び法令等に定めのある場合は、

この限りでない。 
 
（個人情報等の管理体制） 
第７条 個人情報等を適正に管理するため、センターに個人情報保護管理者を置くこと

とし、事務局長をもって充てる。 
２ 個人情報保護管理者は、個人情報等の取扱いに関する事務を統括するとともに、こ

の規程に基づく運用を図り、個人情報等の適正な取扱いについて責任を負う。 
 
（個人情報等の管理） 
第８条 センターは、その保有する個人情報等を、利用の目的の達成に必要な範囲内に

おいて、正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、遅



滞なく消去するものとする。 
２ センターは、個人情報等の漏えい、滅失及びき損の防止等、個人情報等の安全管理

のため、個人情報の取扱い及び保管をする区域への入退室を管理するとともに、個人

情報データベース等にセキュリティーソフトを導入するなど、安全対策を行うものと

する。 
３ センターは、個人情報等を取扱う職員（派遣職員を含む。）に対して、安全管理が

図られるよう教育するなど、必要かつ適切な監督を行うものとする。  
４ センターは、個人情報等の処理を第三者に委託するときは、委託先に対して個人情

報の保護のために必要な措置を講ずることを求めるとともに、必要かつ適切な監督を

行うものとする。 
５ 役職員等は、業務に関連して知り得た個人情報等を、利用の目的以外の目的に利用

したり、他に漏らしたりしてはならない。また、退職後においても同様とする。 
 
（個人情報等の漏えいに対する措置） 
第９条 役職員等は、個人情報等が外部に漏えいしていることを知ったとき、又はその

おそれがあることに気づいたときは、直ちに個人情報保護管理者に通報しなければな

らない。 
２ 個人情報保護管理者は、個人情報等の外部への漏えいについての役職員等から通報

を受けた場合は、直ちに事実関係を調査するとともに、被害の拡大を防止する措置を

講じなければならない。 
３ 個人情報保護管理者は、前項による調査において、個人情報等が外部に漏えいして

いることを確認した場合は、漏えいした内容や件数などの影響範囲を特定するととも

に、原因の究明と再発防止策を検討しなければならない。 
４ センターは、漏えい事案の内容等に応じて、個人情報保護委員会その他の関係機関

に報告するとともに、事実関係や再発防止策等を公表するものとする。 
 
（個人情報等の開示及び訂正） 
第１０条 センターは、保有する個人情報等について、本人等から自己の個人情報等の

開示を求められたときは、合理的な期間内にこれに応ずるものとする。 
２ 本人等から自己の個人情報等の訂正を求められたときは、遅滞なく必要な範囲で調

査を行い、その結果に基づいて訂正が必要と判明した場合は、合理的な期間内にこれ

に応ずるものとする。 
 
（個人情報等の利用の停止及び消去） 
第１１条 センターは、保有する個人情報等について、本人等から自己の個人情報等の

利用の停止又は消去を求められたときは、遅滞なく必要な範囲で調査を行い、その結

果に基づいて法令等の定める要件に該当するため利用の停止又は消去が必要と判明

した場合は、合理的な期間内にこれに応ずるものとする。 
 
（苦情の申出先及び処理） 
第１２条 センターの保有する個人情報等の取扱いに関する苦情の申出先は、センター

事務局長（個人情報保護管理者）とし、不在の場合は、その代理者とする。 
２ センターは、本人等から自己の個人情報等の取扱いに関する苦情を受けたときは、

適切かつ迅速な処理に努めるものとする。 
 
（個人情報等の継続的な取扱いの改善） 
第１３条 センターは、個人情報保護に関する法令等の改正に伴う情報を収集し、必要

に応じてこの規程の見直しを適切に行うものとする。 
２ センターは、事業活動及び社会環境の変化等に応じて、個人情報等の利用の目的や

管理体制などを見直し、継続的にその改善に努めるものとする。 



附則 
この規程は、令和７年４月１日から施行する。 
 


